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第 5 章 資産調査方針 

5 1 固定資産台帳整備に関する整備手法 

固定資産台帳の整備手法は、大別すると「標準整理手法」、「簡易整理手法」の２つが挙げられ

る。「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版- (公)日本下水

道協会」（以降「手引き」という。）によるとさらに「標準整理手法」については、「標準整理手

法」と「詳細整理手法」に分類される。どの手法を選択するかは、下水道事業の抱える課題、整

備期間、費用を考慮し選択する。 

ただし、前述したとおり「簡易整理手法」については、過去に取得した資産の情報の把握が困

難な状況にある場合など地方公営企業法移行時のみに採用できる手法である。 

以下に３つの整理手法の手順について示す。「標準整理手法」と「詳細整理手法」の違いは資

産整理単位の違いと作業工程において台帳を整備するかにある。「詳細整理手法」では、作業工

程に下水道台帳システム及び設備台帳システムの連携をすることにより、会計移行後も適正な運

営が可能となる。 

 

表 5-1-1 3 つの整理手法の作業工程の相違点 

 

出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P111 

標準整理手法
項目 標準整理手法 詳細整理手法 簡易整理手法(下水道台帳等により

実体資産との突合も行う場合)

概要

調査基本方針の策定

決算書の整理

資産関連資料の収集

工事関連情報の整理

用途別事業費の算出

間接費算出方針・算出結果

工事価額の算定

資産調査・整理

年度区分別資産整理

受贈資産調査

資産分類・耐用年数設定

資産評価

調査基本方針の策定

決算書の整理

資産関連資料の収集

工事関連情報の整理

年度別工事一覧の作成

決算書と工事一覧の突合せ

不明工事の調査

間接費算出方針・算出結果

工事価額の選定

資産調査・整理

建設工事資産(管渠、施設

受贈資産調査

土地、備品、無形資産の調査

除去資産などの整理

資産分類・耐用年数設定

資産評価

資産評価(償却計算など)

固定資産台帳・明細書作成

調査基本方針の策定 調査基本方針の策定

決算書の整理 決算書の整理

資産関連資料の収集 資産関連資料の収集

工事関連情報の整理 工事関連情報の整理

建設工事資産(管渠、施設等)

実体資産との突合

除去資産などの整理

土地、備品、無形資産の調査

受贈資産調査

資産調査・整理

年度別工事一覧の作成

決算書と工事一覧の突合せ

不明工事の調査

間接費算出方針・算出結果

工事価額の選定

資産分類・耐用年数設定

資産評価

資産評価(償却計算など)

固定資産台帳・明細書作成

工事関連情報の整理

年度別工事一覧の作成

決算書と工事一覧の突合せ

不明工事の調査

間接費算出方針・算出結果

工事価額の選定

用途別事業費の算出

資産調査・整理

下水道台帳システム構築

設備台帳システム構築

受贈資産調査

土地、備品、無形資産の

調査

除去資産などの整理

資産分類・耐用年数設定

資産評価
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次に、それぞれの整理手法による資産整理手法を示す。 

 
項目 簡易整理手法 標準整理手法 詳細整理手法 
概要      工事 1 年分全   

施設 1 資産    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 年度別 
 工区別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 年度別 
 施設別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

資産
評価
結果 

平成〇年度 5,000 万円 平成〇年度 5,000 万円 
①平成〇年度 

1 工区 3,000 万円 
②平成〇年度 

2 工区 2,000 万円 

平成〇年度 5,000 万円 
①φ200 2,000 万円 
②φ250 1,500 万円 
③φ350 1,200 万円 
④1 号人孔 200 万円 
⑤2 号人孔 100 万円 

⾧所  短 時間   少  資料 作業 
 可能 

 費用 安価    

 公営企業会計 必要    固定 
資産水準 満     

 資産 工事単位 特定    

 資産 特定 可能 
 固定資産情報 精度 高  

短所  資産 特定      
 更新時等経理 資産実態 乖離 
   

 作業時間 比較的    
 費用 比較的高価    

 作業時間     
 費用 高価    

図  管路施設の整理単位イメージ 

 

本町では、将来にわたり継続的な運営をするために詳細整理手法を採用したいところであるが、

前項にて記述のとおり、詳細整理手法にて固定資産台帳の整備をするには、下水道台帳システム

及び設備台帳システムが必要となる。 

令和６年度までに法適用移行事務と併せて台帳システムの構築を実施することは、期間、人員、

作業量等において難しいと考えられる。したがって、本町における資産整理手法は、詳細整理手

法と比較した場合の作業期間が短いことや、コストが抑えられること等を総合的に判断し、「標

準整理手法」を採用する。 

 

※ただし、農集排における処理場施設や電気機械設備等、一部においてより詳細整理すること

が妥当と考えられる場合には、詳細手法を加味する場合がある。 

※資産調査に期間を要する場合や、工事台帳や設計図書等、資産額を整理する上で必要となる

資料がない年度については簡易整理手法も可とする。  

1 工事 1 資産    
管種 管径 人孔種 
   1 資産    

２号 

MH 

1 工区 2 工区 

 年度別 

1 号 

MH 
1 号 

MH 

1 号 
MH 

VUφ200 

VUφ200 

V
U

φ2
00

 
V

U

φ2
50
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5 2 資産調査の課題の抽出及び対策 

本町の資産資料を整理した結果、それぞれの資料について、いくつかの課題が判明した。それ

ぞれの資産資料の課題と対策及び資料整理実施における注意点について以下に示す。 

 

（１）工事台帳 

１）工事台帳がない年度 

工事台帳がない年度について、施設の工事額（取得額）が把握できない状況となっている。

工事台帳のない施設については、設計図書及び工事請負業者一覧表より工事額を確認するも

のとする。 

これに拠りがたい場合や処理場の設備等類似工事のない場合は、仮想設計や費用関数によ

り、現時点での価額を求め、デフレーターを用いて取得時価額を決定するものとする。 

また、決算情報との乖離が大きい等、資産整理状況によっては、簡易整理手法も加味して

いくものとする。 

２）下水道台帳との紐付けができていない 

各工事の位置図を確認しながら、下水道台帳との紐付け作業を行っていくものとする。 

 

（２）設計図書及び工事請負業者一覧表 

設計図書及び工事請負業者一覧表については、工事台帳がない施設に対し工事額を設定す

るために確認を行うものとする。工事額の算定は、既存の工事設計書、工事請負業者一覧表

から、工事費用を算出し、下水道台帳等から工事個所を確認する。 

 

（３）下水道台帳 

１）工事台帳との紐付けができていない。 

上記（１）のとおり、工事台帳との紐付けができていないことから、工事台帳の位置図を

参考に紐付け作業を行う。 

２）施工年度不明の個所多数 

公共下水道事業については、平成 16 年度 平成 30 年度までの施工年度が台帳上に表記

されている。農集排については、善慶寺国峰地区について平成 11 年度 平成 15 年度の表

記が確認できるが、それ以外の地区年度については不明となっている。 

竣工図書やヒアリングにより、確認、想定していく必要がある。 

 

（４）決算統計資料 

決算統計資料については、データか紙ベースかの違いはあるが、全年度分揃っているため、

次項  資産調査方針で示す手法を用いて調査・整理を行っていくものとする。 
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（５）消費税申告書 

消費税確定申告書としてはデータか紙ベースかの違いはあるが、全年度分揃っているため、

次項  資産調査方針で示す手法を用いて調査・整理を行っていくものとする。 

 

（６）公債台帳 

公債については償還年月日順一覧表や総務省決算状況調査表「第 24 表」より確認すること

が可能である。 

 

（７）備品台帳 

備品台帳は存在しておらず、備品については、価格表が作成され整理されている状況であ

る。したがって、この価格表のほか公有財産台帳等の資料及び現地確認にて各備品をリスト

アップし、整理していくものとする。 

 

（８）土地台帳 

次項  資産調査方針で示す手法を用いて調査・整理を行っていくものとする。 

 

（９）国庫補助申請書 

国庫補助金などの助成金については、国庫補助申請書類や総務省決算状況調査表より把握

するものとする。国庫補助申請書類については善慶寺・国峰地区汚水処理施設に保管されて

いる。 

資料がない年度については、整備した施設にどれだけの補助金が入っているか、個々の工

事ごとに計算補助金（工事費の 1/2）を算出し、総額と照らし合わせて配分する。 

 

次頁より、本町における下水道事業関連の資産資料の整理結果一覧表を示す。 
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表 5-2-1 本町下水道事業における資産資料確認結果 

 

 

資産資料 
公共下水道事業（公共・特環） 農業集落排水事業 

状 態 問題点等 状 態 問題点等 

工事台帳 ・平成 13 年度 令和元年度まで確認。 
・昭和 62 年度 平成 12 年度は処分されている。 

⇒設計図書、工事請負業者一覧表で補完する。 
・下水道台帳との紐づけは位置図を見ながら確認する。 

・整備年度期間の工事関連資料として綴られ、善慶寺・
国峰地区汚水処理施設に保管されている。 ・下水道台帳との紐づけは位置図を見ながら確認する。 

設計図書 
及び工事請負業者一覧表 

・設計図書は善慶寺・国峰地区汚水処理施設に保管。 
・工事請負業者一覧表はデータで保管。 

  ・各処理施設に出来高設計図書として保管されている。   

下水道台帳 
・RootPro CAD 形式で電子データ化済み。 
・施工年度の表記は平成 16 年度 平成 30 年度まで。  

・工事台帳（設計図書）との紐づけは位置図を見ながら
確認する必要がある。 

・補助・単独の把握はできない。 

●城南上野地区 
・SFC 形式。 

●天引地区 
・RootPro CAD 形式。 
・施工年度不明。 

●善慶寺国峰 
・PDF 形式で電子データ化済み。 
・施工年度の表記は平成 11 年度 平成 15 年度まで。 

・工事台帳（設計図書）との紐づけは位置図を見ながら
確認する必要が有る。 

・補助・単独の把握はできない。 

決算統計資料 
・平成 18 年度以降はデータ、それより前の物は書庫に保

管されている。 
  

・平成 18 年度以降はデータ、それより前の物は書庫に保
管されている。 

  

消費税申告書 
・関連資料（消費税総括表等）あるいは消費税確定申告書

として、電子データ及び紙ベースで保管されている。 
  

・関連資料（消費税総括表等）あるいは消費税確定申告
書として、電子データ及び紙ベースで保管されている。 

  

公債台帳 
・償還年月日順一覧表と総務省決算状況調査表「第 24 表」

から確認できる。 
  

・償還年月日順一覧表と総務省決算状況調査表「第 24 表」
から確認できる。 

  

備品台帳 ・価格表としてまとまっている。 
・価格表のほか公有財産台帳等の資料及び現地確認にて

各備品をリストアップし、整理していくものとする。 
・価格表としてまとまっている。 

・価格表のほか公有財産台帳等の資料及び現地確認にて
各備品をリストアップし、整理していくものとする。 

土地台帳     
・３地区分あるが、法適用後に農集排事業として運営さ

れる善慶寺・国峰地区分のみ使用する。 
  

国庫補助申請書 ・善慶寺・国峰地区汚水処理施設に保管されている。   ・善慶寺・国峰地区汚水処理施設に保管されている。   

その他資産に係る資料         
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5 3 資産調査方針 

調査手法として採用した「標準整理手法」の資産調査について、 

資産整理の作業フローを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P48 を基に作成 

図 5-3-1 標準整理手法における作業フロー  

 

 

 

 

年度別決算額節別一覧作成 

調査基本方針の策定 

資産整理単位と調査手順の確認 

決算書の整理 

税抜き処理・財源圧縮処理 

建設支出・財源総括表作成 

資産関連資料の収集 

工事履歴資料（工事台帳） 

その他の資料 

工事関連情報の整理 

年度別工事一覧の作成 

決算書と工事一覧の突合せ 

間接費等の配分 

工事価額の算定 

資産調査・整理 

資産の取得価額の算出 

工事以外で取得する資産の整理 

未照合部分の取り扱いの検討 

資産分類・耐用年数設定 

資産評価 

資産評価（償却計算など） 

固定資産台帳・明細書作成 

標準整理手法 

管きょ，処理場，ポンプ場などを対象 
に主要な工事を調査する。 
なお，付帯・関連工事・委託などを詳 
細に主要工事に関連付けする場合は， 
それらも含めて調査する。 
 
決算書との突合せにおいて，年度ごと 
に整合させる場合は，繰越工事などの 
前払金などを考慮する必要がある。 
 
不明工事については，建設の変遷など 
を参考に，不明な工事の重要性を勘案 
し，調査の必要性や取扱いを検討する。 

基本的には，工事ごとの内訳単位で整理
を実施する。 
資産の内訳として，その整理単位を今後
の管理性などを勘案して検討する必要が
ある。 
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調査基本方針の策定 

調査基本方針においては、法適用のスケジュールや法適用後の資産管理運用などを勘案し、

調査の手法を検討する。 

 

（１）資産整理単位 

マニュアルにおける標準的な登録単位である資産種別毎及び取得年度毎に加えて、合理的な

分類区分（工事区分）により整理を実施する。本手法の資産整理単位の例については以下のと

おりである。 

 

表  標準整理手法における資産整理単位の例 

固定資産科目 施設分類 資産整理単位 
管きょ（構築物） 管きょ、人孔、桝※1 工事単位 

処
理
場
・
ポ
ン
プ
場 

建物 
建築構造物 棟単位 
建築機械設備 同上 
建築電気設備 同上 

構築物 
土木構造物 

主要施設単位 
（例：初沈、反応タンク、終沈等） 

場内整備施設 
主要施設単位 
（例：場内道路、雨水排水、植栽等） 

機械及び装置 
機械設備 

主要機器単位 
（ポンプ、ゲート等改築更新の取替単位） 

電気設備 
主要機器単位 
（操作盤、発電機等改築更新の取替単位） 

その他資産 土地・備品・車両運搬具 購入・購買資産や無形固定資産 
※1 管きょ、人孔、桝については、耐用年数が同一であるため、マニュアルにおいては、一体的

に管理し、かつ取得年度が同じ場合は、固定資産台帳への登録も一体的に取り扱うことが認
められている。 

出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P49 

 

本町においても基本的には上記の資産整理単位を採用するものとする。 

基準内外の一般会計繰入金を明確化するため、また減価償却費に対する雨水汚水相当額やこ

れらに発行された起債を雨汚水区分に整理すること等を考慮し、排水区分（分流雨水、分流汚

水、合流など）については各資産の属性として整理し、１つの工事で分流汚水と分流雨水の資

産が取得された場合は、それぞれで資産を整理することとする。 

 

（２）資産調査の手順 

資産調査の手順については、前頁で示したフローに沿って行うものとする。 
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決算書の整理 

事業開始から現在（法適用前年度分）までの決算書を整理する必要があるが、令和５年度決

算の確定までは予算書をもとに、暫定的に整理する。 

最終的に建設支出・財源総括表を作成する。 

決算書の整理作業のフローを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P50 

図  決算書整理作業フロー 

 

（１）建設支出・財源総括表 

１）建設支出の整理 

作成した年度別決算額節別一覧から建設に係る支出を特定・抽出する。その際、平成元年

度以降の支出については、消費税申告書関係資料をもとに建設支出の税抜処理を行う。 

２）建設財源の整理 

年度別決算額節別一覧をもとに、資産の取得に要した投資額に対応する財源（歳入額）を

整理する（国庫補助金、負担金、起債、一般会計繰入金など）。 

特に、減価償却を行うべき固定資産（固定資産のうち、土地、立木その他総務省令で定め

るもの以外のものをいう。）の取得又は改良に充てるための補助金、負担金その他これらに

類するものの交付を受けている場合においては、その交付を受けた金額に相当する額を貸借

対照表において繰延収益として整理しなければならない。当該繰延収益は、法適用により作

成する財務諸表などに大きな影響が生じる可能性があることに留意する。 

年度別歳入整理 

決算書 

建設支出の抽出 

建設財源の抽出 

支出の税抜処理 

財源の圧縮処理 

建設支出・財源総括表 

下水道特別会計設置前に一般会計で，下
水道事業を実施している場合は，その決
算書も調査する 

表  年度別決算額 
節別一覧 

表  建設支出及び 
財源の抽出 

表  建設支出及び 
財源総括表 

 

 

建設に係る支出及びその財源を特定し抽
出する。 
このとき、収支を一致させるために一般
会計繰入金や負担金等を調整項目として
調整する。 

年度別歳出整理 
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３）財源の圧縮処理（消費税処理） 

建設支出の税抜処理を行うことから、建設収支のバランスを取るために、税抜きの歳出額

をもとに財源の消費税処理を行う必要がある。 

平成元年度以降の財源（起債、預金利子は除く）については、以下の算定式により消費税

の圧縮処理を行う。 

(H 元 H8：3%、H9 以降：5%、H26 以降：8%、H29 以降：10%） 

税抜額 ＝（決算額）×（圧縮率） 

圧縮率 ＝（税抜建設支出額）÷（税込建設支出額） 

 

消費税の圧縮対象外となる財源（起債等）があることにより生じる歳入額と歳出額の不一

致に関しては、一般会計繰入金等で調整するようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P53 

図 5-3-3 建設財源の消費税処理 

 

４）決算書の整理例 

決算統計書を基に、まずは年度別決算額節別一覧を作成する。 

次頁より、年度別決算額節別一覧、建設支出及び財源の抽出、建設支出及び財源総括表の

例を示す。 

  

間接費 
繰入金 

起債 

工事請負費 
負担金 

補助金 

  

間接費 
繰入金 

起債 

工事請負費 負担金 

補助金 

支出構成 税抜処理 財源構成 圧縮処理 
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表 5-3-2 年度別決算額節別一覧の例 

 
出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P54 
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表 5-3-3 建設支出及び財源の抽出 

 
出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P56 
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表 5-3-4 建設支出・財源総括表（税抜き） 

 
出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P58 

 

上表「建設支出・財源総括表」の作成手順は、はじめに支出について消費税申告書を基に

課税対象科目を特定し消費税率で割り戻すことにより税抜き処理を行う。 

税抜き前後の建設支出総額の比率である圧縮率を、起債を除く圧縮対象となる財源科目に

乗じる。その結果残る財源総額と支出総額の不一致分については、単純に一般会計繰入金や

負担額から差し引くことにより調整するものとする。  
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資産関連資料の収集 

本町の下水道事業における資産関連の調査対象資料は、以下に示すとおりとする。 

 

表  本町下水道事業・農集排事業における資産関連の調査対象資料 
調査対象資料 収集する主な情報 主な利用用途 

工事台帳 ・各建設工事の概要及び契約情報 

・建築区分、取得財源、排水区分、 

補助区分等 

・年度別における建設工事の一覧 

設計図書 ・工事台帳がない場合の補完資料 

・資産数量・取得原価 

・取得資産（工事）の位置 

・年度別建設工事一覧の補完資料として利

用 

・施設工事の内訳などの確認 

・実体資産との突合を行う場合の位置の特

定 

下水道台帳 ・台帳に工事情報が付加されていれば使

用する 

・資産数量 

・実態資産の位置情報 

・取得資産（工事）との突合を行う場合の位

置の特定 

決算関連資料 ・年度・節別の歳出・歳入項目 

・建設支出及び財源の抽出 

・各年度における主要な建設工事 

・各年度における総事業費 

・総事業費に対する財源 

・総事業費の使用用途 

・年度別の建設（資産取得に係わった）支出

及び財源の総括表を作成 

・年度別における主要な建設工事の一覧 

→取得資産の区分を行うのに用いる 

・決算説明書の主要な建設工事にて区分が

できない場合、決算統計の総事業費の使

用用途（管路、ポンプ場、処理場）を用い

て資産区分を行う 

消費税申告書 ・各節項目別の課税・不非課税区分 ・決算書の税抜き処理 

公債台帳 ・公債の残高及び償還年・償還額 ・資産の財源情報構築 

備品台帳 ・備品の資産情報 ・備品の資産情報構築 

土地台帳 ・土地の資産情報 ・土地の資産情報構築 

国庫補助申請書 ・資産情報の補完資料 

・国庫補助金の把握 

・年度別建設工事一覧の補完資料として利

用 

・施設工事の内訳などの確認 

・補助金の情報構築 

竣工図書図書 ・資産情報の補完資料 ・施設工事の内訳などを確認 
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工事関連情報の整理 

工事関連情報については、まず年度別工事一覧を作成し、決算書との突合を行う。その後、

突合結果を基に不明工事の取扱い方針、間接費の算定方針を定め、工事価額の算定を実施する。 

 

（１）年度別工事一覧の作成 

まず、既存の工事台帳を基に整理し、必要に応じて設計書や工事関係綴を確認し、年度別工

事一覧（処理場、ポンプ場、管きょ別）を作成する。 

このとき「道路付属物移設工事」や「舗装工事」などの関連・附帯工事について、各主要工

事との関連を整理して該当する下水道工事と工事価額を合算する手法や、これらを間接費とし

て取り扱う手法が考えられるが、資料全体の状況に合わせて手法を判断していくものとする。 

 

（２）決算書と工事一覧の照合 

年度毎に決算書の建設改良費と、上記（１）で整理した年度内における工事価額の総額を照

合し、年度別工事一覧に大きな工事の抜けがないか等の調査を行う。 

手引によると決算書と年度別工事一覧の単年度の差額が 1 2 割程度（少額と判断できる程

度）の場合には、差額分を間接費として取り扱ってしまっても問題はないとしているが、それ

以外の場合、以下の図書を調査し、工事請負価額や着工・竣工日、工事概要、変更の有無等に

ついて確認するものとする。 

 

①設計図書（契約書含む） 

②補助金申請書 

③完成図書（金額情報なし） 

④その他  
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（３）年度別工事一覧の整理項目 

本町の下水道事業における年度別工事一覧の整理項目について、手引きの例を基に以下のと

おり設定する。 

 
表 5-3-5 年度別工事一覧の整理項目 

項目 手引の整理項目例 採用項目 整理項目 記入内容 備考（活用性など） 

工
事
主
体
情
報 

工事番号・契約番号 使用している工事番号 下水道台帳との突合を行う場合は、共通
番号として利用する ○ 

予算年度 和暦、 暦を併記する 工事発注年度による集計など ○ 
排水区分 汚水、雨水、合流などの区分 排水区分による集計が可能 ○ 

補助区分 補助、単独（起債単独、純単）などの
区分 補助金等の財源を適正に配賦するため ○ 

補助額の割合 工事請負費に占める補助対象工事費 補助・単独混在発注の場合における対応 ○ 
工事名 発注工事名  ○ 
工事内容 工事概要  ○ 
場所 管路施設：施工場所  ○ 
改築区分 改築、新設 改築工事の集計など ○ 
取得原因 工事、受贈 受贈資産の特定 ○ 
着工日   ○ 
竣工日   ○ 
供用日  本勘定振替（減価償却開始年度） ○ 
請負業者 請負業者名  ○ 
請負金額 税込額及び税抜額  ○ 
間接費 請負金額以外の当該工事に係る経費  ○ 
補助金 当該工事に充当された補助金  ○ 

負担金 当該工事に充当された受益者負担
金・分担金や工事負担金など  ○ 

その他の財源 各財源の内訳 県補助 など 期前受 計上となる 
財源 ○ 

その他の属性 処理区・排水区など 処理区ごとの集計 ○ 

内
訳
（
資
産
情
報
） 

図面番号 関連する図面の番号  ○ 
番号 任意  ○ 
固定資産番号 任意  ○ 
資産名称   ○ 
所在地（保管場所） 資産の住所  ○ 
構造 資産の仕様  ○ 
形状寸法 資産の仕様  ○ 
能力 資産の仕様  ○ 
用途 資産の仕様  ○ 
リース区分 リース資産  ○ 
数量 延 や基数など  ○ 
帳簿価額 計算 計算により算定 ○ 
取得年月日 資産の本勘定振替日  ○ 
帳簿原価 計算 計算により算定 ○ 
取得財源 計算 計算により算定 ○ 
耐用年数 耐用年数表より  ○ 
減価償却率 償却率表より  ○ 
減価償却額 計算 計算により算定 ○ 
減価償却累計額 計算 計算により算定 ○ 
整理科目（勘定科目） 勘定科目表より  ○ 
法適用化前取得価額 
など 評価前資産原価 改築更新計画など ○ 

 期前受 帳簿原価 財源内訳  ○ 
 期前受 戻 額 計算 計算により算定 ○ 
 期前受 収益化 
累計額 計算 計算により算定 ○ 

 期前受 帳簿価額 計算 計算により算定 ○ 
除売却情報 除売却履歴 適正な資産管理 ○ 
増減が生じた年月日   ○ 
増減理由 改築に伴う除却など  ○ 
増減額   ○ 
増減内訳   ○ 
異動数量   ○ 

出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P65-66 
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（４）間接費等の配分 

①間接費の配分 

各年度の個々の工事価額を算定するため、年度別建設改良関係情報に記載された「工事

間接費」に相当する科目（例：給料、賃借料、補償費等）の合計額を年度別工事台帳に記

入する。 

各工事に対する間接費は、建設改良費（契約額）を基準に按分計算により算出する。な

お、按分計算は消費税抜き額で算定する。 

以下に間接費を含めた工事価額算定例を示す。 

 

表 5-3-6 間接費の配分例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国庫補助金等の配分 

国庫補助金の配分は、各工事にて補助金額が明記されているものを集計し、決算におけ

る年間の国庫補助金額合計との差額を確認し、差額分を「国庫補助金を受けているが金額

が不明な工事等」へ按分計算により配分する。 

その際、補助金額が明記されている工事については、按分計算からは除外して整理する。 

 

③受益者負担金等の配分 

受益者負担金については、建設改良費（契約額）を基準に按分計算により算出する。な

お、按分計算は消費税抜き額で算定する。 

 
表 5-3-7 受益者負担金の配分例 
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④寄付金等 

※③と同様とする。 

 

⑤一般会計繰入金 

※③と同様とする。 

 

⑥その他の財源 

※③と同様とする。 
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資産調査・整理 

（１）資産の取得価額の算出 

建設工事によって取得した資産の取得価額は、前項で算出した工事価額を当該工事で取得し

た資産に比例配分して算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P71 

図  建設工事資産の取得価額算出法

 

（２）工事以外で取得した資産の整理 

①事務所用資産 

水道課で使用している資産（パソコン、ソフトウェア、システム等）を、公有財産台帳

等の資料及び現地確認にてリストアップする。 

 

②その他の資産 

土地（地上権、地役権含む）、無形固定資産（施設利用権、水利権、電話加入権等）、出資

金等は、公有財産台帳等の資料及びヒアリングによる方法でリストアップする。 

 

③他部門と共有する資産 

車両、倉庫等の他部門と共有する資産で、下水道事業における重要性が乏しい資産は、

資産から除外する。 

移管または共有のルールについては、全部適用時の他部門の運用状況が影響する。また、

共有することとなった資産は、町全体の決算統計との調整が煩雑になる。 

町全体の決算統計の合理性を鑑みて、他部局との調整時にその取扱いを協議するものと

し、その結果に基づいて下水道部門の資産認識をすることとする。 

  

工事請負費 

付帯工事費 

間 接 費 

 

資
産
取
得
に
係
っ
た 

一
切
の
費
用 

工
事
価
額 

資産 A 取得価額 

資産 B 取得価額 

資産 C 取得価額 

工事内訳 
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④受贈資産 

 間や開発公社などから委譲された下 道資産は、受贈資産として取り扱う。評価は当

時の工事金額等をもとに行うが、それらの資料がない場合は、実績単価や仮想設計を実施

して評価を行う。 

○設計書等があり、資産内容と取得価額が明らかな場合 

⇒通常の資産と同様に資産整理を行う。ただし、間接費の配分は行わない。 

○ 間が作成した配管台帳や下 道台帳等を基に評価する場合 

⇒図面から数量（管種、 径、延 など）を調査し、地 公共団体の実績平均単価、

若しくは費用関数等により取得価額の見積額を評価する。 

 

⑤参考：統計調査後に判明した取得資産の取扱い 

決算統計等の過去の支出調査において資産取得のための支出が確認され、① ④のリス

トに存在しない資産は、個別に「現有資産」か「除却資産」かの判定を行い、現有資産と

されたものを追加でリストアップする。 

 

（３）未照合部分の取り扱いの検討 

建設工事及び工事以外で取得した資産の整理を行った後、「不明のままの決算統計数値（資

料から判読できず顛末がわからない建設改良費数値等）」がある場合は、その取扱いを検討す

る必要がある。以下に一例を示す。 

 

①同一取得年度の現有資産に按分する方法 

付随工事の資料欠損の可能性や、耐用年数が同じ資産の整備が想定される場合は、「不明

のままの決算統計数値」を同一年度に取得した現有資産に対し、その取得価額基準で按分

する方法が考えられる。この場合、発生の事実を財務諸表に反映しつつ、減価償却費の計

算時に誤差が分散されることになるので、合理的な手法といえる。 

 

②除却の可能性の検討 

現有資産と照合できなかった過去の工事記録は、交換や除却で既に存在しない可能性も

ある。個別の工事明細はなくても、その隣接年や該当地域の経緯、設備の属性、または熟

練職員へのヒアリング等で、その顛末が推定できる場合がある。 

現存しない資産に対する建設改良費の支出記録と判定した場合は、除却されたものとし

て固定資産台帳から不明金額分を除外する。 
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③標準原価計算に基づく資産比率から按分する方法 

工事資料が欠損しているのみで、その工事に対応する下水道台帳の現有資産が推定でき

ている場合については、固定資産台帳の正確性を確保するため、また、財務規定による各

事業間の経営等の比較を可能とするため、統一的な基準により、取得時期、帳簿原価（当

該固定資産の取得に要した額）等を推定・推計し設定することが必要となる。 

このため、取得時期、帳簿原価（取得価額）の推定・推計に当たっては、地方公営企業

資産再評価規則６条（取得の時期の不明な資産）・第７条（取得価額の不明な資産）に示さ

れている考え方（※下記参照）を参考とすることを基本する。 

しかしながら、それに拠りがたい実情がある場合には、決算統計等から整備年度におけ

る投資額を把握した上で当該金額の按分により算定する手法や再設計を行う手法、実績単

価に数量を乗じる手法など合理的な手法を活用することにより、合理的な形で当該固定資

産の取得に要した額を算定するものとする。 

その他、それぞれの年度、資料の状況に応じて、合理的な処理方法を協議にて決定する。 

 

 

 

 

-地方公営企業資産再評価規則（抜粋）- 
 
（取得の時期の不明な資産） 
第六条 取得の時期の不明な資産については、左の各号のいずれか一に掲げる時期をその取得の時期とみなすことができる。 

一 当該資産について最も古い記録がある時期 
二 当該資産について、その令附則第六項の再評価基準日以後の使用可能年数を見積り、その年数を、当該資産を新たに取

得した場合においてこれにつき通常の管理又は修理をなすものとして予測される使用可能年数から控除した年数を再評
価基準日以前にさかのぼった時期 

三 左のイからトまでに掲げる時期のうち当該資産の取得の時期に最も近いと認められる時期 
イ 当該資産の属する工場又は事業場において、事業設備として当該資産と一体をなす他の資産で、当該資産の取得の

時期と同じ時期又はこれに近接する時期に取得したと認められるものの取得の時期 
ロ 当該資産を有する者若しくは当該資産がその用に供されている事業と同じ種類の事業を営む他の者が有する同じ種

類の資産で、その再評価基準日における現況が当該資産に類似するものの取得の時期 
ハ 当該資産の構造又は型式によつて推定される取得の時期 
ニ 当該資産に表示されているその製作の時期 
ホ 当該資産の属する工場若しくは事業場の建設の時期 
ヘ 当該資産がその用に供されている事業の開始の時期 
ト 当該資産の取得価額が明らかである場合において、その取得価額によつて推定される取得の時期 

（取得価額の不明な資産） 
第七条 取得価額の不明な資産については、左の各号に掲げる金額のうち当該資産の取得価額に最も近いと認められる金額を

その取得価額とみなすことができる。 
一 当該資産について最も古い記録に記載された価額 
二 当該資産を有する者又は当該資産がその用に供されている事業と同じ種類の事業を営む他の者が、当該資産の取得の時

期と同じ時期に取得した当該資産に類似する他の資産の取得価額 
三 当該資産の取得の時期における同じ種類の資産又はこれに類似する他の資産の価額 
四 当該資産を有する者又は当該資産がその用に供されている事業と同じ種類の事業を営む他の者が、当該資産の取得の時

期の前又は後三年以内に取得した当該資産に類似する他の資産で、その取得価額の明らかであるものの取得価額に左の算
式により計算した数を乗じて算出した金額 

当該資産に類似する資産の取得の時期に応ずる別表第三の倍数／当該資産の取得の時期に応ずる別表第三の倍数 
五 当該資産の構造又は型式によつて推定される取得価額 
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（４）資産分類・耐用年数設定 

これまで調査・整理した資産について分類を行う。主に以下の種別に分類を行う。 

 

①構築物 

②建物 

③機械及び装置 

④土地 

⑤車両及び運搬具 

⑥器具及び部品 

⑦無形固定資産 

 

また、それぞれの固定資産において耐用年数を設定する。この耐用年数は実際の耐用年数で

はなく、会計上の耐用年数を指す。公営企業においは、地方公営企業法施行規則別表第２号及

び第３号並びに「地方公営企業法の適用を受ける簡易水道事業等の勘定科目等について（通知）」

別紙 2 に記載されている年数のことである。 

減価償却額や 期前受 戻 額を決定する際に耐 年数が必要となる。 
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資産評価 

（１）資産評価の考え方 

一般会計から企業会計へ移行する際は、便宜上、前項までの調査・整理結果から、法適用時

点における資産の評価額（帳簿原価）を算出する必要がある。法適用直前日までの減価償却累

計額を取得時点の取得価額（帳簿原価）から差し引き算出する。このように、法適用時点にお

いて、資産を新たに取得したとみなし、開始貸借対照表を作成する。 

なお、取得価額を算定する際の減価償却計算については、特に規定はないが、補助金にかか

わらず資産価値は経過年数分下落していると考え、補助金等を含めた帳簿原価を償却する。 

 

（２）減価償却の基準及び要因 

減価償却の目的は、固定資産の経済価値の減耗を事業年度の費用及び収益として決定する方

法として、当該資産の耐用年数を推定し、その期間に取得原価を割り振ることにより、期間損

益計算のための費用及び収益を算定することである。したがって、減価償却はこれらの目的に

従って必ず行わなければならないものである。 

償却資産の範囲を以下に示す。 

 

              土 地 

              建 物 

      有形固定資産  建築物 

              立 木 

              建設仮勘定 

固定資産          備品等 

              水利権 

      無形固定資産  地上権 

              借地権等 

      投 資 

※  の資産を除く 

図  償却資産の範囲 

 

また、減価償却の要因については、以下のように分類される。 

 

①正常減価償却原因 

・物理的減価：消耗的又は物質上の原因（消耗、老朽化） 

・機能的減価：経済的又は職能的原因（不十分、不適当、陳腐化） 

②非常減価償却原因 

・災害その他の偶発的原因  
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（３）減価償却の計算要素 

１）減価償却の方法 

減価償却の方法は、以下のとおり定められている。 

 

表 5-3-8 減価償却の方法 

固定資産 償却方法 備考 

有形固定資産 定額法、定率法  

無形固定資産 定額法  

取替資産 取替法 水道事業における量水器など 

投資 対象外  

出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P83  

 

２）定額法と定率法 

○定額法 

定額法は、固定資産の帳簿原価から残存価額を控除した金額に毎事業年度同額となるよ

うに耐用年数に応じた比率を乗じて計算した金額を各事業年度の償却額とする方法である。

価値減耗が利用度に伴う機能低下よりも時間の経過に伴って平均的に減少する建物や構築

物に適合するといわれている。 

○定率法 

定率法は、固定資産の帳簿原価に、その償却額が毎年度一定の割合で逓減するように耐

用年数に応じた比率を乗じて計算した金額を各事業年度の償却額とする方法である。 

特徴としては、資産の使用開始当初の減価償却費が多額となり、徐々に減少していくこ

とにより、車両運搬具や機械器具のような、価値減耗が主として機能的減少によるものに

適合するといわれている。 

 

３）耐用年数 

耐用年数は、法定耐用年数及びこれに準じたものとする。先述したとおり法定耐用年数は、

地方公営企業法施行規則別表第 2、第 3、及び「地方公営企業法の適用を受ける簡易水道事

業等の勘定科目等について」（総務省 治財政局公営企業課 通知）別紙 2 によるものとす

る。なお、法適用時耐用年数は、「法定耐用年数 経過年数」となる。 

 

（４）固定資産台帳とは 

固定資産台帳とは、固定資産の現在の価値、帳簿原価、取得年度、耐用年数、減価償却額等

を適切な形で取りまとめた帳簿のことである。 

次頁に固定資産台帳の様式（例）を示す。 
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出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P43 

図  固定資産台帳の様式（例）  
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5 4 固定資産評価後の運用について 

令和５年度には資産調査・評価の作業が完了し、それに伴って整理される各種資産情報により、

初めて算定が可能となる指標、減価償却費や 期前受 等が明らかとなる。 

これらの算定・把握できた指標に基づいた期間損益計算や経営見通し等の資料を作成し、健全

な資産運用や強靭で持続可能な事業経営を実現するための適切な公費負担などに関する内部調

整を進めていくものとする。 
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第 6 章 法適用準備事務の課題整理 

6 1 組織体制について 

業務を法適用することにより一企業体となるため、組織体制を明確にしておく必要がある。組

織・体制における主な検討事項は以下に示すとおりである。 

以下の検討事項については、水道課だけで方針を決定することが困難な事項もあるため、関係

部局との調整を十分図りながら検討を行う必要がある。 

 

表 6-1-1 組織・体制における主な検討事項 

組織・体制検討項目 ケース 検討するべき主な内容 

管理者の任命 

管理者設置 
（全部適用） 

全部適用で管理者を設置する場合は、管理者の任命方
針を検討する。 

 
・法第 7 条（管理者の設置） 
・法第 7 条の 2（管理者の選任及び身分取扱い） 
・法第 8 条（管理者の地位及び権限） 
・法第 9 条（管理者の担任する事務） 

管理者非設置 
（一部適用） 

管理者は、 が うことになるが、その場合の権限に
ついて整理することが有用である。 

 
・法第 34 条の 2（財務規定等が適用される場合の管

理者の権限） 
・法第 8 条（管理者の地位及び権限） 

法適用化対象事業によ 
る部内統制 

他部局で管理している 
事業も含めて法適用化対 
象とする場合 

公共下水道事業以外の事業（農業集落排水事業など）
の管理体制を検討する。 

 
・組織統合の検討（農集などの管理部局） 
・下水道部局における管理体制の検討 

下水道部局で管理して 
いる事業の一部を法適 
対象とする場合 

公共下水道事業以外の法非適事業（農業集落排水事業
など）や一般会計事業（都市下水路など）が現行部局で
管理している場合、法適後における管理体制など検討す
る必要がある。 

特に雨水事業などについては、河川部局や道路部局な
どと調整を図り、管理分掌を明確にすることが重要であ
る。 

 
・事業管理の体制方針（分課するなど） 
・雨水資産の管理区分の明確化 
・予算区分の方針 
・所管替え 

他公営企業部局との 
統合 

水道部局などとの組織 
統合 

組織統合による組織再編に伴う体制の検討を行う。 
 
・統合すべき課の検討（経理事務や総務事務など） 
・人員配置の検討（増員や減員など） 

出典：「下水道事業における公営企業会計導入の手引き（移行対応版）-2015 年版-」(公)日本下水道協会 P131    

 

なお、本町における管理者は町 としている。また農集排事業について、10 年以内で公共下

水道へ編入予定となっており、一部の区域については法適用後の編入となる。 

したがって、令和６年４月以降、公共、特環、農集排と 3 事業が公営企業会計として運営して

いくこととなるため、上表に示す管理体制の検討を行う必要がある。  
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6 2 関係部局との調整事項 

下水道事業と関係する関係部局とヒアリングを実施し、法適用後の業務調整を行う必要がある。 

調整する関係部局は以下のとおりである。 

 

・総 務 課 

・企 画 課 

・住   課 

・建 設 課 

・会 計 課 

・水 道 課 

 

次頁より、関係部局との調整事項リストを示す。 
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表 6-2-1 関係部局との調整事項リスト（１/３） 

 
  

調整事項 主な確認・調整内容
関連部局

（下水道係以外）
対応期日

組織統合の有無
下水道事業のみとするか、上水道事業と統合した公営企業
とするか

行政係・上水道係 R5年3月

雨水事業の管轄範囲と役割等
雨水事業に係る整備・維持管理・窓口対応等の管轄範囲と
役割の明確化

都市計画係 R5年3月

浄化槽事業の管轄範囲と役割等
浄化槽事業に係る窓口対応等の管轄範囲と事務分掌の明
確化

環境係 R5年3月

人員体制 新組織の体制（人員数、組織構成）の設定 庶務係 R5年3月

事務委任の範囲 会計管理者への事務委任の範囲 会計係 R5年3月

出納事務フロー 出納事務の手続きや流れについての確認 会計係 R5年3月

口座管理
補助金、受益者負担金、一般会計繰入金、起債、基金等の
口座管理に係る管理・運用方針等の確認

財政係・会計係 R5年3月

移行前の起債の申請・入金 企業会計移行前の起債の申請時期、入金時期の調整 財政係 R5年3月

移行後の起債発行事務
企業会計移行後の起債発行事務フローの確認（申請事務
等）

財政係 R5年3月

移行後の一時借入金事務 企業会計移行後の一時借入金事務フローの確認 財政係・会計係 R5年3月

各種保険 火災保険、賠償責任保険等の申請手続き 庶務係 R5年3月

事務に係る経費 契約検査事務、事務に対する経費の運用方針の確認 財政係 R5年3月

組織名変更に伴う契約変更 組織名変更に伴う各種契約名義変更手続き － －

人事 人事、事務分掌の調整
新組織における事務分掌、権限の委任範囲、事務執行体
制の設定

庶務係 R5年3月

人事給与システムの運用 職員給与の運用方針の設定 庶務係 R5年3月

職員給与事務フロー
企業会計移行後の職員給与事務の手続き・流れについて
確認

庶務係 R5年3月

組織変更の住民周知 法適化および組織変更の住民周知方法 行政係 R5年3月

組織変更等の関係機関周知 法適化および組織変更等の関係機関周知方法 行政係 R5年3月

組織名変更に伴う各種印刷物改訂
組織名等変更に伴う各種印刷物等の改訂手配とスケジュー
ル

行政係 R5年3月

口座印鑑、公印の準備 企業出納員、口座印鑑、公印等の新規発注の必要性 行政係 R5年3月

庁舎等の維持管理費の取り扱い 庁舎等の光熱水費、通信費等の負担ルールの調整 庶務係 R5年3月

職
員

研
修

職員研修 研修対象の設定と研修内容 研修対象者の範囲設定と研修内容の調整 関係各課
R3年6月～
R5年10月

方針 条例・規則改正等の方針 制定・改正・廃止等に係る基本方針と調整 行政係 R4年9月

洗い出し 制定・改正・廃止 条例・規程等の制定・改正・廃止条項の洗い出し内容確認 行政係 R5年3月

条例（案）、規則・訓令
（案）

条例、規則・訓令の制定・改正・廃止内
容

制定・改正・廃止の条例（案）、規程・訓令（案）の内容確認 行政係 R5年3月

例規審査委員会 例規審査委員会スケジュール
条例・規程・訓令の制定・改正・廃止に係る例規審査委員
会スケジュールの調整

行政係
R5年8～11
月

議会 議会提案スケジュール
条例の制定・改正・廃止に係る議会提案スケジュールの調
整

行政係
R5年9～12
月

主要項目／細目

組
織
・
体
制
の
検
討

その他

給与

契約事務

出納・会計事務

組織・体制

条
例
・
規
則
等
の
制
定
・
改
正
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表 6-2-2 関係部局との調整事項リスト（２/３） 

 

  

調整事項 主な確認・調整内容
関連部局

（下水道係以外）
対応期日

方針 出納、収納金融機関の指定方針 出納、収納取扱金融機関の指定方針の調整 － R4年3月

指定予定金融機関への協力要請 指定予定の金融機関へ法適化に向けた協力要請 金融機関 R4年5月

スケジュールの説明
出納・収納取扱金融機関へ法適化に向けたスケジュール説
明を実施

金融機関 R4年5月

契約、協定の事前協議
出納・収納取扱金融機関の指定に係る契約・協定の内容の
調整

金融機関 R4年9月

金融機関からの内諾書 契約・協定締結前の内諾書を受理 金融機関 R4年9月

契約、協定および担保の決済 契約・協定締結の手続き・決済 金融機関 R5年3月

移行後の各種手続きの確認
企業会計移行後の伝票・日報等、各種手続き方法の確認
及び合意

金融機関 R5年3月

年度末前後の収納金取扱い
年度末前後における収納金に係る取扱いルールの調整・合
意

金融機関 R5年3月

指定・告示 出納・収納金融機関の指定・告示 出納取扱金融機関と指定・告示のスケジュール調整 行政係 R6年3月

勘定科目 勘定科目の設定 一般会計との共通科目の整合等 － R5年3月

予算科目 予算科目の設定 一般会計との共通科目の整合等 － R5年3月

財務会計システム
との調整

取り込み条件・制約 会計システムにおけるデータ取り込み制約の確認・調整 システム会社 R5年3月

R5確定分費用の整理入力対応
11月までの確定分費用（収入・支払および固定資産等）の
整理と会計システム入力対応の調整

－ R5年11月

R5予定分費用の整理入力対応
11月までの未確定分費用（収入・支払および固定資産等）
の整理と会計システム入力 の手法と対応の調整

－ R5年11月

打切決算用 R5確定分費用の整理入力対応
11月からの確定分費用（収入・支払および固定資産等）の
整理と会計システム入力対応の調整

－ R6年3月

予算要望対応スケジュール調整 11月予算要望対応のスケジュール調整 財政係 R5年11月

一般会計繰入金の時期と金額の調整 一般会計繰入金の入金時期、金額のルール調整 財政係 R5年11月

国庫補助金の入金時期の調整 国庫補助金の入金時期前倒しの調整 群馬県 R5年11月

移行初年度運転資金の調整 初年度運転資金としての繰入額の調整 財政係 R5年11月

未収金・未払金の見込み整理
法適用後において未収金・未払金となる項目と金額の整理
およびスケジュールの調整

－ R5年11月

未収金の取り扱い
補助金、一般会計繰入金、使用料、受益者負担金等の対
応方針（一般会計繰入、一時借入補助金入金時期前倒し
等で補填するか、特例的未収扱いとするか）

財政係 R5年11月

未払金の取り扱い
委託・工事・光熱費・電話代等の対応方針（一般会計繰入、
一時借入、補助金入金時期前倒し等で補填するか、特例
的支出扱いとするか）

財政係 R5年11月

予算書 予算書の内容と作成スケジュール
予算書の様式および記載内容の確認と作成スケジュールの
調整

財政係 R6年2月

説明書 説明書の内容と作成スケジュール
説明書の様式および記載内容の確認と作成スケジュールの
調整

財政係 R6年2月

予算書提出スケジュール 予算書提出スケジュールの調整 財政係 R6年3月

予算書の製本等の調整 予算書の製本〆切・スケジュールおよび費用負担の調整 財政係 R6年3月

出
納
取
扱
金
融
機
関
等
の
指
定
と
告
示

金融機関協議
【出納／収納】

契約締結
【出納／収納】

勘
定
科
目
等
の
設
定

主要項目／細目

新
予
算
の
編
成

予算要望用

特例的収入
・支出予算

議会

予
定
開
始
貸
借
対

照
表
の
作
成

予算要望用
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表 6-2-3 関係部局との調整事項リスト（３/３） 

 
 

  

調整事項 主な確認・調整内容
関連部局

（下水道係以外）
対応期日

打ち切り決算スケジュール調整 打ち切り決算の整理スケジュールの調整 財政係・会計係 R6年3月

一時借入れ措置 歳入不足における措置手法の調整 財政係 R6年3月

未収金の取り扱い
補助金、一般会計繰入金、使用料、受益者負担金等の対
応方針（一般会計繰入、一時借入、補助金入金時期前倒し
等で補填するか、特例的未収扱いとするか）

財政係 R6年3月

未払金の取り扱い
委託・工事・光熱水費・電話代等の対応方針（一般会計繰
入、一時借入、補助金入金時期前倒し等で補填するか、特
例的支出扱いとするか）

庶務係・財政係 R6年3月

決算書 決算書調製スケジュール 決算書の調製と報告スケジュールの確認・調整 会計係 R6年3月

引継書【一般事務】 引継書の内容
町長と管理者の一般事務の引継ぎ内容および作成スケ
ジュール

－ －

引継書【出納事務】 引継書の内容 町長と会計管理者の出納事務の引継ぎ内容 会計係 R6年3月

引継ぎ 引継ぎスケジュール 町長と会計管理者の出納事務の引継ぎスケジュール 会計係 R6年4月

廃止届 廃止届の内容確認 廃止届の内容・手続き確認および提出スケジュール 税務署 R6年4月

新設設置届 設置届の内容確認 設置届の内容・手続き確認および提出スケジュール 税務署 R6年4月

消費税申告・納付 消費税申告・納付に係る調整
消費税申告・納付スケジュール確認と「簡易課税制度」導入
の必要有無の確認

税務署 R6年6月

総
務
省

報
告

異動届 総務省異動報告書の内容確認 異動報告書の内容および提出スケジュールの確認 群馬県 R6年4月

監査資料 例月監査の内容と必要書類確認 例月監査の実施内容と必要書類の確認 監査委員事務局 R6年5月

監査 例月監査の実施スケジュール 例月監査の実施スケジュールの調整・確認 監査委員事務局 R6年5月

システム構築条件 システム必要機能・環境条件 システムの必要機能、OA環境、工程等の条件確認
情報政策係・システム
会社

R3年3月

システム構築 システム構築期間・工程 システム構築必要期間・完成スケジュール
情報政策係・システム
会社

R5年6月

予算・勘定科目
マスタ設定

科目データインポート工程 科目マスタ取り込みの留意事項
情報政策係・システム
会社

R5年6月

固定資産データ
インポート

データインポート工程 固定資産データ取り込みの留意事項
情報政策係・システム
会社

R5年12月

システム試験運用 システム導入・設定・運用工程 システム導入・仮稼働・本稼働のスケジュール
情報政策係・システム
会社

R5年8月

会
計
シ
ス
テ
ム
導
入

主要項目／細目

打
切
決
算

決算処理

特例的収入
・支出処理

事
務
引
継

税
務
署
届
出

例
月
監
査
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6 3 出納その他の会計事務 

地方公営企業法第９条第 11 号には、管理者の担任事務として「出納その他の会計事務を行う

こと」と定められており、出納その他の会計事務は、管理者の責任と権限によって一元的に執行

することとされている。 

全部適用の場合で管理者を置く場合は、法第９条により、出納その他の会計事務は管理者の担

任事務となる。ゆえに、管理者の有無にかかわらず、当該事務を会計管理者に委任することはで

きない。また、事務処理についても管理者の事務の執行を補助する企業職員で処理すべきであり、

当該事務を一般会計部門の職員に行わせることはできない。ただし、一般会計部門の職員に企業

職員を併任させて事務を処理させることは可能である。 

本町の汚水処理事業の執行体制については、水道課の体制を参考にしながら、関係部局と調整

を図ることとする。 

 

6 4 契約事務、人事・給与 

契約事務、人事や給与について、管理者を置く場合は、管理者がその事務を行い、当該事務を

地 公共団体の に委任することはできない。 

また、事務処理についても管理者の事務の執行を補助する企業職員で処理すべきであり、当該

事務を一般会計部門の職員に行わせることはできない。ただし、一般会計部門の職員に企業職員

を兼務させて事務を処理させることは差し支えないとしている。 

本町の汚水処理事業の執行体制については、前項と同様に、水道課の体制を参考にしながら、

関係部局と調整を図ることとする。 
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6 5 条例・規則等の策定・改正 

下水道事業の法適用に伴い地方公営企業法及び地方公営企業法施行令に従って、現行の条例・

規定等を、改正・廃止・新規策定が必要となる。 

 

表 6-5-1 策定・改正が必要となる条例・規則等（１/２） 

地 方 公 営 企 業 法 及 び 
地 方 公 営 企 業 法 施 行 令 

制定・改定が必要となる 
条例・規則 

対  応 

地方公営企業の設置 
法 第二条 

下水道事業の設置等に関する条
例の制定 

下水道事業を位置づける 

法の適用 
令 第一条 

企業の会計事務の処理の特例に
関する規定 

特別会計条例（一部変更） 

下水道特別会計の削除 下水道事業の設置に関する条例
（法の適用） 

地方公営企業の設置 
法 第四条 

公営企業の設置及びその経営の
基本に関する事項について定め
る条例の制定 

下水道事業の設置等に関する条
例（下水道事業の設置、経営の
基本） 

管理者の設置 
法 第七条 

管理者を置かない場合は条例の
制定が必要 

下水道事業の設置等に関する条
例を見直し管理者は町 とす
る。 管理者を置かないことができる

企業 
法 第八条の二 

管理者の担当する事務 
法 第九条 

企業管理規定法 第十条 管理者は、法令、条例規則に違
反しない限り企業管理規定を制
定することができる。 

企業管理規定を制定する 

事務処理のための組織 
法 第十四条 

公営企業の必要な組織について
定める条例 

下水道事業の設置等に関する条
例（組織） 

特別会計 法 第十七条 二つ以上の事業ある場合は制定 公共下水道事業と特定環境保全
公共下水道事業を位置づける。 

予算 法 第二十四条 予算の調整及び決議 下水道事業会計規則を制定 

出納 法 第二十七条 企業の業務に係る公金の出納事
務の一部を取り扱わせる金融機
関の指定 

・公金取扱機関に関する規定 
・下水小津事業会計規定（金融
機関の出納事務取扱い） 

企業出納員及び現金取扱員 
法 第二十八条 

企業出納員及び現金取扱員の任
命 

下水小津事業会計規定（企業出
納員等） 

余剰金の処分等 
法 第三十二条 

余剰金の処分に関する条例の制
定 

下水道事業の設置等に関する条
例（余剰金の処分） 

資産の取得、管理及び処分 
法 第三十三条 

重要な資産の取得又は処分を定
める条例 

下水道事業の設置等に関する条
例（重要な資産の取得及び処
分） 
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表  策定・改正が必要となる条例・規則等（２ ２） 

地 方 公 営 企 業 法 及 び 
地 方 公 営 企 業 法 施 行 令 

制定・改定が必要となる 
条例・規則 

対  応 

公金の徴収又は収納の委託 
法 第三十三条の二 

公金の徴収又は収納の委託につ
いて 

・公金取扱金融機関に関する規
則 
・下水道事業会計規程（出納） 

職員の賠償責任 
法 第三十四条 

必要がある場合は、職員の賠償
責任の全部又は一部の免除のう
ち議会の同意を得なければなさ
ないものを定めたる条例の制定 

下水道事業の設置等に関する条
例（議会の同意を要する賠償責
任の免除） 

財務規程等がされる場合の管理
者の権限 
法 第三十四条の二 

企業の会計事務の処理の特例に
関する規則 
 

・下水道事業の設置等に関する
条例（組織、会計事務処理） 
・企業の会計事務の処理の特例
に関する規則 
・下水道事業会計規程（出納そ
の他経理事務の委任） 

給与 法 第三十八条 企業職員の給与の種類及び基準
について定める条例の制定 

 

地方自治法の適用外 
法 第四十条 

企業職員の給与の種類及び基準
について定める条例の制定 

下水道事業の設置等に関する条
例 

業務の状況の公表 
法 第四十条の二 

企業の業務状況を説明する書類
に関する条例の制定 

企業の業務状況を説明する書類
に関する条例（業務状況説明書
類の作成） 

入札保証等 
令 第二十一条の十五 

入札保証金及び契約保証金の率
又は額を定める規則の制定 

・契約規則 
・下水道事業会計規程（入札保
証金等） 

資産の再評価 
令 附則第九項 

企業の資産について再評価を行
ったものとみなす場合には、そ
の旨の議会の議決が必要 

下水道事業会計規程（資産の再
評価） 

 

以上の項目を精査し、必要に応じて策定する。 

本町の下水道条例は、平成 5 年 3 月 23 日 条例第 2 号として

策定され、第 1 条 第 28 条及び附則（付則）や別表で構成され

ている。 

条例は、法適用により、改正は避けられないことから、本町総

務課に願い出て改正する手続きが必要となる。このため、本町の

条例策定などは、計画的な事務の執行を行うため、付議予定の条

例等審査委員会の１ヶ月前までに「条例・規則・訓令・要領（制

定改廃）チェックシート」を提出する必要がある。 

以上を勘案し、法適用を令和 6 年 4 月 1 日に開始するため、

令和 4 年に条例及び規則の素案を作成し担当部局と調整を図り、

令和 5 年度の委員会、議会を目標に進めるものとする。  
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6 6 金融機関の指定等 

（１）出納取扱金融機関等の指定と告示 

出納事務は原則として管理者が行うこととされているが、地方公営企業法第 27 条及び地方

公営企業法施行令第 22 条の 2 によると、必要がある場合は、 の同意を得て指定した 融機

関に公金の収納・支払事務の一部を取り扱わせることができるとしている。 

この場合の収納及び支払事務の一部を取り扱わせる金融機関を、「出納取扱金融機関」、収納

事務の一部を取り扱わせる金融機関を「収納取扱金融機関」といい、公営企業においては、複

数の金融機関を設置することができる。実際の運用を考慮すると、出納取扱金融機関について

は、利用者の利便性の観点から複数とすることも意味があるといえるが、支払を伴う出納金融

機関については、事務の煩雑化を避ける観点からできるだけ１つとすることが望ましいといえ

る。 

本町の汚水処理事業においては、現状や水道係の体制を踏まえ検討を行い指定するものとす

る。 

 

（２）出納取扱金融機関等の指定の告示例について 

出納取扱金融機関又は収納取扱金融機関を定める場合や変更する場合は、その旨の告示が必

要となる（公営企業法施行令第 22 条 2 第 3 項）。告示例を以下に示す。 

 

表 6-6-1 金融機関の指定の告示例 

 
出典：「地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成 31 年 3 月改訂版）」総務省 P116 

※複数の出納取扱金融機関を設置した場合は、管理者はその内の１つを「総括出納取扱金融 
機関」に定める必要がある。 
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6 7 予算編成に伴う調整事項 

予算科目・勘定科目の設定 

公営企業会計では、日々の取引を会計処理の原則に従い、収益、費用、資産、負債及び資本

の増減、異動を仕訳記帳するため、計算区分として「勘定科目」を設定する必要がある。 

 

（１）勘定科目の設定 

勘定科目の設定について、本町における事業実態を勘案することはもちろんのこと、地方公

営企業法施行規則第３条 第７条及び同施行規則別表第一号に定める勘定科目表の区分、「地

方公営企業法の適用を受ける簡易水道事業等の勘定科目等について（通知）」のほか、 間事

業の勘定科目等を参考に設定する必要がある。 

 

（２）予算科目の設定 

勘定科目の設定にあたり、併せて新予算編成で必要となる「予算科目」も設定する必要があ

る。予算科目については他団体の事例を参考にしたり、前年度予算を企業会計方式にあてはめ

る等、もれなく定めるためどのような予算科目が必要となるか検討を行うこととなる。 

官庁会計から公営企業会計への科目修正イメージを以下に示す。 

 

 
出典：「地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成 31 年 3 月改訂版）」総務省 P81 

図  官庁会計から公営企業会計の科目  
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新予算の編成 

本町における下水道事業は、令和６年度より企業会計に移行する。したがって、令和５年度

に作成する当該事業における令和６年度の予算編成は、公営企業法に則って行わなければなら

ない。以下に新予算編成に伴う留意事項を示す。 

 

（１）予算調製権及び予算原案の作成時期 

公営企業の予算は管理者が原案を作成し、地 公共団体の がその調整を うこととされて

いる。本町においては管理者を町 としているため、企業の責任者としての町 が原案を作成

し、一般行政の責任者たる町 が調整を行うという形となる。 

作成時期については、毎会計年度の予算について、地 公共団体の は遅くても年度開始前、

政令指定都市以外の市及び町村は、20 日までに予算を議会に提出しなければならない（地方

自治法第 211 条第１項）。 

 

（２）予算書の記載事項と様式 

予算書に記載すべき事項は、以下のとおりとされている（地方公営企業法施行令第 17 条第

１項）。 

 

表  予算の記載事項と予算様式との対応 
17 条 1 項 

各 号 項 目 内  容 予算様式 

１ 業務の予定量 
当該年度の活動の基本的目標として業務の予定量を定める。記載項目
は、則別記第１号及び他団体の例を参考に、主要建設改良事業の概要
等を記載する。 

第２条 

２ 

予定収入及び予定支出の金額 
（収益的収入・支出） 

当該年度の経営活動に伴い発生が予定されるすべての収益とそれに対
応するすべての費用を計上する。 第３条 

予定収入及び予定支出の金額 
（資本的収入・支出） 

諸施設の整備、拡充等の建設改良費とこれに要する資金としての企業
債収入及びその元金償還等を計上する。資本的収入額が資本的支出額
に対し不足する場合は、その不足額を企業内に留保している資金で補
 するが、その補 財源の内訳についても括弧書きで記載する。 

第４条 

３ 継続費 予算科目の款項区分、事業名、総額、年度及び年割額を記載する。 第５条 
４ 債務負担行為 債務負担行為の内容、期間及び年度ごとの限度額を記載する。 第６条 

５ 企業債 企業債発行の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を記載
する。 第７条 

６ 一時借入金の限度額 予算内の支出をするために一時的に借り入れる額の最高限度額を記載
する。 第８条 

７ 予定支出の各項の経費の金額
の流用 各項の間における流用を許すべき項目について定める。 第９条 

８ 議会の議決を経なければ流用
することのできない経費 

支出予算のうち、流動的な執行を許すことが不適当な項目を記載す
る。職員給与費、交際費以外の項目についても流用禁止項目として定
めてもよい。 

第 10 条 

９ 一般会計又は他の特別会計か
らの補助金 

３条及び４条予算に含まれる補助金について、補助を行う会計名、金
額及びその理由を記載する。 第 11 条 

10 利益余剰金の処分 処分予定の利益剰余金について、使途と金額を記載する。 第 12 条 
11 たな卸資産購入限度額 当該年度内に購入するたな卸資産の購入限度額を記載する。 第 13 条 

12 重要な資産の取得及び処分 条例で基準を定めた重要な資産の取得及び処分について、その種類、
名称、処分の態様を記載する。 第 14 条 

出典：「地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成 31 年 3 月改訂版）」総務省 P83 
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予算の作成に際し、地方公営企業法第９条第４項では、管理者は予算原案と併せて、予算に

関する説明書を作成し、地方公共団体の に提出することが規定されている。 

 

表 6-7-2 予算に関する説明書 
17 条２項 

各 号 項 目 内  容 様 式 

１ 予算の実施計画 
３条予算及び４条予算について、目の科目ごとの金額を記載する。
※税込みで作成し、合計額は３条予算及び４条予算の款又は項の金
額と一致する。 

別記第２号様式 

２ 予定キャッシュ・フロー
計算書 

当該事業年度の現金収支について、業務活動、投資活動及び財務活
動によるキャッシュ・フローに区分して記載する。 

則第 46 条第２項
別記第 15 号様式 

３ 給与費明細書 
３条予算及び４条予算に計上した職員給与費の内訳を記載する。※
合計額は予算第 10 条の流用禁止項目の職員給与費の額と一致す
る。 

別記第３号様式 

４ 継続費に関する調書 予算に定めた継続費の明細を作成する。※過年度の予算の議決を経
て、当該事業年度に効果が及ぶものについても記載する。 別記第４号様式 

５ 債務負担行為に関する 
調書 

予算に定めた債務負担行為の明細を作成する。※過年度の予算の議
決を経て、当該事業年度に効果が及ぶものについても記載する。 別記第５号様式 

６ 

当該事業年度の予定 
貸借対照表 当該事業年度末の予定貸借対照表を作成する。 則第 46 条第３項

別記第 13 号様式 
前事業年度の予定損益 
計算書 

前事業年度の予定損益計算書を作成する。法適用初年度については
作成不要。 

則第 46 条第３項
別記第 10 号様式 

前事業年度の予定貸借 
対照表 

前事業年度末の予定貸借対照表を作成する。法適用初年度について
は作成不要だが、代わりに法適用日の予定開始貸借対照表を作成す
ることが適当。 

則第 46 条第３項
別記第 13 号様式 

出典：「地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成 31 年 3 月改訂版）」総務省 P87 

 

【収益的収支と資本的収支について】 

公営企業会計の予算は、経営活動に伴って生じる収益（収入）と費用（支出）を表す収益的
収支と、施設の新設・改築など建設改良のための費用や企業債償還金などの支出とその財源と
なる収入を表す資本的収支の２種類となる。なお、地方公営企業法施行規則別記第１号の予算
様式第３条（収益的収入及び支出）と第４条（資本的収入及び支出）に例示されていることか
ら、収益的収支は３条予算、資本的収支は４条予算と呼ばれている。 

 

 
図 官庁会計から公営企業会計の科目 

  

収入 収入 支出

収益的支出

※「3条予算」,「4条予算」とは、法に規定される予算書様式の第3条、第4条に計上される予算のため、そのように呼称されています。

現在の特別会計 公営企業会計

資本的収入 資本的支出

支出

歳出

収益的収支予算
(3条予算)

資本的収支予算
(4条予算)

収益的収入
歳入

下水道使用料や他会計繰入金等の事業収益、及び、施設管理費や一
般会計管理費、減価償却費等の事業費用に関する予算。収支差額は
予算における損益。

建設改良に要する経費の財源に充てる国庫補助金や企業債収入及び
施設の建設改良や企業債元金償還金に係る支出に関する予算。
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予定開始貸借対照表の作成 

法適用日から発生主義に基づく経理や帳簿整理が行われることになるため、適用開始時点の

「予定開始貸借対照表」を作成しておく必要がある。 

貸借対照表は、事業開始から蓄積してきた財産の状況を表すものであり、法適用前の情報を

事前に整理しなければ作成できない。 

貸借対照表自体は決算書類であるが、予算説明の資料として法適用直前の事業年度末の見込

みである予定開始貸借対照表を作成する必要があることなどから、移行事務の中で整理を行う。 

 順としては、資産と負債の額を把握した後、｛資産 負債＝資本｝の算式により、資本の額

を把握していく。 

なお、予定開始貸借対照表は、法適用前に作成し、予算の提出時に議会に参考資料として提

出することが適当とされており、打切決算の確定後、予定開始貸借対照表から変動が生じた科

目については数値を置き換え、法適用事業年度の開始時点における貸借対照表（開始貸借対照

表）として確定させる。 

 
出典：「地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成 31 年 3 月改訂版）」総務省 P86 

図  予定開始貸借対照表の額の把握イメージ  
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6 8 打ち切り決算に伴う調整事項 

地方公営企業法を適用する前年の会計年度において、地方公営企業法施行令第４条第１項では、

法を適用する日の前日をもって終了し、出納を閉鎖することと規定されている。よって法適用前

年度の下水道事業特別会計予算は、年度末日をもって終了し、決算を行うこととなる。 

これが、法適用前年度に限り適用される「打ち切り決算」の制度である。法適用前年度の本町

の場合、令和５年４月１日から令和６年３月 31 日までの実際の現金の収支額をもって、法適用

前年度分決算を行う。以下に打ち切り決算における留意事項を示す。 

 

（１）未収金・未払金 

法適用の前年度において、下水道事業特別会計で発生した債権又は債務に係る未収金又は未

払金は、翌年度の下水道事業公営企業会計の債権又は債務として整理し、予定開始貸借対照表

の資産（未収金）又は負債（未払金）に計上する。 

 

（２）引当金 

１）退職給付引当金 

退職給付引当金は、企業職員に支給する退職手当に係る事業年度の末日において繰り入れ

るべき引当金である。３つのケースが考えられ、①退職給付の全部を一般会計が負担する場

合、②退職給付の一部又は全部を下水道会計が負担する場合、③退職手当組合を利用してい

る場合とで対応が異なる。 
 

２）賞与引当金 

賞与（期末手当・勤勉手当）は、支給対象期間における労務への報奨的対価として支給さ

れるものである。事業年度末に在籍する職員に対して翌事業年度に支給が見込まれる期末手

当・勤勉手当のうち、当事業年度の負担に属する支給対象期間相当分を賞与引当金として計

上する。 
 

３）修繕引当金と特別修繕引当金 

修繕引当金は、下水道事業が保有する設備等の有形固定資産につき、毎事業年度行われる

通常の修繕が何らかの理由で行われなかった場合その修繕に備えて計上される引当金をい

う。なお、修繕引当金は、修繕が事業の継続に不可欠な場合等、修繕の必要性が当該事業年

度において確実に見込まれる場合に限り計上する。 

特別修繕引当金は、一定の周期で定期的に行われる特別な大規模修繕（機械・電気設備の

法定点検など）に備えて計上する引当金のことである。法令上で義務付けられている特別な

修繕等が見込まれる場合に計上する。 
 

４）貸倒引当金 

下水道事業の場合は、下水道使用料等の未収金のうち、時効期限が到来する額を貸倒引当

金に計上することが考えられる。過去３ヵ年程度の実績を基に算出するなどの方法がある。 
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（３）歳入不足額 

打ち切り決算にあたり、地方公営企業法を適用する前年の会計年度の歳入が歳出に対して不

足する場合、「翌年度歳入の繰上充用」の措置はできないことから、歳入不足額として決算に

計上する。 

逆に、歳入に対して歳出が少ない場合は、公営企業会計の現予金等として引き継ぐ旨を表示

する。 

 

（４）一時借入金 

打ち切り決算時に歳入不足額が生じた場合において、一時借入金が有り、償還することがで

きないときは、その償還することができない金額を限度として借り換えが可能である。この借

り換えた一時借入金は、開始貸借対照表上の一時借入金として整理し、法適用の初年度に、借

入金以外の収入により償還しなければならない。 

 

（５）予算の繰越等に関する経過措置 

法適用前年度の歳出予算の経費の金額のうち、地方自治法に基づく会計において繰越明許費

及び事故繰越しとして翌年度に繰り越すこととしたものについては、法適用初年度に限り、そ

の金額を使用することができる。 

なお、継続費や債務負担行為については、地方自治法を根拠規定としており、そのまま公営

企業会計に引き継がれる。 
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6 9 その他の調整事項 

（１）税務署届 

法適用に伴い、現特別会計を廃止し、新たな事業会計を立ち上げることとなるため、新設事

業という取扱いとなる。よって、消費税法第 57 条第１項第３号及び同条第２項により、税務

署に「事業廃止届出書」及び「消費税の新設法人に該当する旨の届出書」を提出しなければな

らない。また、他事業を併せて１会計とする場合においては、「合併による法人の消滅届出書」

を提出する必要がある。 

届出の際は、内容・手続き、スケジュール等について事前に調整を図る必要がある。 

 

表  事業廃止届出書 
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表 6-9-2 合併による法人の消滅届出書 
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表 6-9-3 消費税の新設法人に該当する旨の届出書 
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（２）総務省への報告 

法適用後、地方公営企業法施行令第 28 条により、遅滞なく、その旨を総務大臣に報告しな

ければならない。報告については、地方公営企業法則別記第 20 号様式により、都道府県知事

を経由して総務大臣に提出する。 

 

表 6-9-4 地方公営企業法適用状況異動報告書 

 

  

令和 
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（３）事務の引継ぎ 

地 公共団体の経営する企業にかかる業務を執 しているのは、 般事務については であ

り、出納及び決算の事務については会計管理者である。法適用に伴い、 、会計管理者、管理

者相互間の事務の引継ぎが必要となる。 

全部適用の場合、一般事務のうち法第８条第１項各号に掲げる事務（以下「基本的事務」と

いう。）については にそのまま保留されるが、基本的事務を除くもの並びに出納及び決算の

事務については、全て会計管理者の権限となるため、これについての事務の引継ぎが必要とな

る。 

 

１）事務の引継ぎの期限 

事務の引継ぎについては、その必要が生じた日、つまり法適用の日から 10 日以内に行わ

なければならない（地方公営企業法施行令第 7 条）。 

 

２）事務の引継ぎの手続き 

事務の引継ぎの手続きとして、期限の他に規定はないが、マニュアルやガイドラインによ

ると、地  治法施 令に規定されている  は会計管理者相互間の事務引継の 順に準じ

て行うことが適当とされている。 

例えば、地方自治法第 159 条、地方自治法施行令第 124 条及び第 128 条によると、事務

の引継ぎにおいて、引継ぎをする者は、書類、帳簿及び財産目録を調製し、処分未了若しく

は未着手の事項又は将来企画すべき事項については、その処理の順序及び方法並びにこれに

対する意見その他の事項を記載しなければならないとされている。 

その他、出納事務についての引継ぎにおいては、引継ぎをする者において現金、書類、帳

簿その他の物件の目録及び引継書を作成し、引継書に引継ぎの旨及び引継ぎの年月日を記載

し、引継ぎをする者及び引継ぎを受ける者において引継書に連署し、現金、書類、帳簿その

他の物件及びこれらの物件の目録とともに引継ぎをしなければならないとされている。 
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第 7 章 職員研修方針 

7 1 職員研修方針 

法適用の準備期間に職員の知識向上、疑問や不明点の解消、意識向上等を図るために職員研修

を実施する。研修内容については、法適用の概要等、初歩的な内容から始めるものとし、準備作

業の内容が実務的になるに従い、固定資産の管理や日常処理、決算処理など実践的な内容に展開

させていくものとする。ただし、人事異動等を考慮し、令和６年４月からの企業会計導入に向け

て、令和５年度内の実際の作業と関連性が高い内容については、同年に実施するものとする。 

なお、これらの研修は、税理士、公営企業会計への移行業務を経験した専門技術者や、資産管

理に精通した下水道技術者及び各種システムに精通した技術者等により実施するものとする。 

 

7 2 職員研修計画 

以下に職員研修計画（案）を示す。 

なお、開催時期及びテーマは、状況に応じて変更する可能性がある。 
 

表 7-2-1 職員研修計画（案） 
【令和３年度】 

時 期 テーマ 内  容 対象者 
令和３年７月 法適用の概要 下水道事業を法適用する目的、工程の説明など 関係部署の職員 
令和３年 10 月 企業会計の仕組み① 官庁会計と企業会計の違い など 関係部署の職員 
令和４年１月 企業会計の仕組み② 企業会計による財務諸表 など 関係部署の職員 

 
【令和４年度】 

時 期 テーマ 内  容 対象者 
令和４年４月 固定資産管理① 開始固定資産台帳の整理について 関係部署の職員 
令和４年７月 固定資産管理② 固定資産の管理方法について 関係部署の職員 
令和４年 10 月 令和５年度の注意点 法適用前年度に対応しておくべき事項について 関係部署の職員 
令和５年１月 システムについて 財務会計システムについて 関係部署の職員 

 
【令和５年度】 

時 期 テーマ 内  容 対象者 
令和５年４月 日常処理 日常伝票の発行と決算処理事務について 関係部署の職員 
令和５年７月 消費税 消費税の取り扱い申告について 関係部署の職員 
令和５年 10 月 決算 決算整理と財務諸表について 関係部署の職員 
令和６年１月 条例、規則 法適用に伴い改訂された条例、規則について 関係部署の職員 
 

表 7-2-2 職員研修スケジュール（案） 
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第 8 章 システム導入方針の検討 

8 1 企業会計システムの導入検討 

公営企業会計の導入により、地方公営企業法の財務規定等に沿った経理を実施することになる。

令和６年４月１日の経理開始に向け、事前にシステムの導入と運用基準等を定めておかなければ

ならない。 

システム導入にあたり、新たにシステムを導入する場合や、効率を重視し、水道事業などで使

用している既存のシステムを、一部の仕様変更等で対応させる手法もある。いずれの手法も、関

係部局と運用方法等を調整する必要がある。 

新たにシステムを導入する場合は、公営企業会計向けの汎用的なシステムが提供されているが、

システムをどのような仕様にするか等を検討したうえで、特徴と必要な機能を十分検証し、体制・

運用などに適したものを選択する必要がある。システム間の連携等も必要となるため、各種シス

テムを所管する部局との調整も必要に応じ、並行して行うこととなる。 

システムの仕様確定等には時間を要すること、固定資産情報のインポートデータ作成に時間を

要する可能性があることから、システム導入については、検証する期間も考慮し早めに導入検討

を行う必要がある。 

 

本町においては、既に水道事業について法適用済みであることから、システム導入関連のコス

ト低減や、既存設備を最大限に活用できるという観点から、水道事業の財務会計システムに下水

道事業システム機能を追加する方針とする。 

 

システムの試運転や移行後の事務処理に慣れること等を鑑み、新予算の編成は、導入されたシ

ステムを用いて行うこととする。新予算の編成について、スムーズに作業を行うために、令和５

年度の第１四半期までにはシステムの構築を完了させておくことが望ましいと考えられる。 

 

表 8-1-1 公営企業会計システム導入スケジュール（案） 

時  期 内  容 

令和３年５  令和３年 12 月 運用方針導入の検討 

令和４年１  令和４年４  システムの選定 

令和４年５  令和５年６  システムの構築 

令和５年５  令和５年 12 月 システムの試運転（予算編成と併せて実施） 
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8 2 企業会計システムの必要条件・機能 

（１）システムの必要条件 

公営企業会計用システムに必要な条件について、以下に例示する。 

 

①公営企業会計の会計処理に則ったシステムであること 

②短期間での安定稼働を実現するため、全国的に下水道事業の実績が豊富であること 

③公営企業に係る専門的な知識が無くても、比較的容易に日常・月次業務が行えること 

④必要に応じてサブシステム等の拡張がスムーズであると同時に、選択の自由度が高いこと 

⑤ウイルスや不正アクセス等へのセキュリティ対策を十分講じることができること 

⑥システム障害などに備え、定期的なデータバックアップや外部媒体へのバックアップ機能

を有すること 

⑦必要なサポートが充実していること 

 

（２）システムの主な機能 

上記必要条件を満たしたうえで、導入を検討する企業会計システムについて望ましいと考え

られる主な機能は、ベースとなる予算編成・予算書作成、日常的な執行管理、決算管理（月次

決算含む）のほか固定資産管理、企業債管理が考えられる。 

 

表 8-2-1 公営企業会計システムの主な機能 

項  目 機  能（一例） 

予算編成・予算書作成 
・見積要求書の作成 
・予算査定の登録 
・予算における仕訳作成 

日常的な執行管理 

・支出負担行為処理 
・予算流用、予備費充当、予算繰越処理 
・収入伝票、納入通知書の作成 
・収納（消込）処理 

決算管理（月次決算含む） 

・決算処理 
・決算報告書の作成 
・損益計算書、貸借対照表作成データの抽出 
・剰余金計算書又は欠損金計算書の作成データの抽出 
・消費税計算書作成データの抽出 
・キャッシュ・フロー計算書作成データの抽出 
・比較損益計算書・貸借対照表の作成 
・経営分析表の作成データの抽出 

固定資産管理 

・資産情報管理 
・資産の分類と耐用年数の管理 
・工事契約額の管理 
・資産取得に充てた財源の管理 
・減価償却費と 期前受 戻 額の算出 
・減価償却累計額と 期前受 収益化累計額の管理 

企業債管理 
・借入年度、借入額、償還年限、利率、償還方法の管理 
・各年度の償還額の算出 
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9 1 法適用までのスケジュール 

本町における法適用の準備事務作業には令和３年度から令和５年度までの３年間を見込んで

いる。 

具体的には、令和３年度の初頭から固定資産調査・評価、組織・体制の検討、関係部局との調

整をスタートさせ、順次、職員研修、条例・規則等の策定、改正、公営企業会計システムの構築

作業をスタートさせるものとする。多くの作業を行うこととなるが、それぞれ１年半から２年半

程度の作業期間を設けることとし、事務作業の低減を図るものとする。 

令和４年度には、新予算の編成作業をスタートし、令和５年度は、打ち切り決算やシステムの

試運転（新予算の編成作業と併せて行う）などを見込んでいる。 
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下水道事業 地方公営企業法 適用スケジュール

中分類 予定期間

 １ 法適化基本計画

(予定)

 ２ 固定資産調査・評価

(予定)

 ３ 法適化に伴う事務手続き

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)
.

 ４ システム構築

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)

(予定)

(1)会計システム運用方針、導入の検討

(2)会計システムの選定

(3)システム構築

(4)システムの試運転

（他システムとの連携を含む）

(5)システム運用

2月 3月 4月 5月11月8月 9月 10月11月12月 1月2月 3月 4月 5月 6月7月 7月8月 6月

(10)事務の引継

(1)組織・体制の検討

(2)関係部局との調整事項整理

(3)職員研修

(4)条例・規則等の策定、改正

(5)金融機関の指定等

(6)新予算の編成

(7)打ち切り決算

(8)税務署への届け・申告納付

(9)総務省への報告

1月2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 12月

大分類

業  務  工  程

４年前 ３年前 ２年前 １年前 移行年度

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

3月 4月 5月 6月 9月 10月11月12月 1月

Ｒ６年度予算，Ｒ５年度打ち切り決算対応資産評価

予算編成と併せて対応

法適化の概要 企業会計の仕組み 固定資産管理 Ｒ5の注意点 日常処理について 消費税について 決算について 条例・規則

関連部局（総務課／ 企画課／ 建設課／ 会計課）

本業務

指定

・告示

議会


